
　地方公共団体（自治体）に対する公会計・公監査制度の確立が強く要請さ
れている。これは、自治体を支える住民・納税者及び利用者からの税金・公金
についての使途のパブリックアカウンタビリティ（公的説明責任）の要求からであ
る。一方、行政側そして首長・議会側からも各種意思決定のための公会計情
報の必要性とその信頼性維持からの公監査体制の確立が望まれている。特
に、公会計・公監査改革が順次推進されているが、最も重要な自治体経営全
体の効率性・有効性及びその前提としての準拠性に関する体系の識別が我
が国では不十分である。そこで本書では、この自治体全体経営の視点からの
広義の業績（行政成果）の監査を公経営監査と定義付け、その基礎理論から
実施マニュアルまでの全過程を解説することとしたものである。その内容は下
記のとおりである。
　第1章では、公経営監査の成り立つ理論的根拠の識別
　第2章では、自治体の行政（業績）マネジメント全体と公会計・公監査の関係
　第3章では、近年の自治体の財政健全化対策との関係
　第4章では、確立すべき公経営監査の構造
　第5章では、法規準拠性と財務公監査の業績公監査との関係
　第6章では、業績（行政成果）公監査の目的・基準・実施マニュアル
　第7章では、公経営監査基準の全体構造

　第8章では、自治体における業績公監査の実施体制と手法
　第9章では、業績報告書の作成過程と業績公監査の実施手法
　第10章では、自治体の公監査制度改革の方向性
　第11章では、包括外部監査の制度と手法
　第12・13章では、自治体外郭団体の公経営監査とその事例
　第14章では、公経営監査の具体的な実施プロセスのケーススタディ
　以上のように、本書は、狭義の業績公監査を包含する広義の業績公監査を公
経営監査としてとらえ、自治体経営の効率性・有効性・準拠性をより高めるための
構造・体制・基準・実施プロセスを網羅的に説明・明示したものである。もとより、
国・パブリックセクター全般にこれは適用可能である。
　本書が、特に地方自治体・国・パブリックセクターの経営・公監査にかかわる公
務員・議員・首長、公認会計士、税理士、コンサルタント、金融機関、学生そして何
よりも住民・納税者に資するために書かれたものである。
　2014年3月吉日
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■豊富な具体例とケーススタディにより経営監査手法のポイ
ントが明確に

■自治体はもとよりその外郭団体などあらゆる公監査に完全
対応

■自治体監査の第一人者である青山学院大学名誉教授の鈴木
豊氏が重厚かつ明快に解説

今や法令遵守のチェックだけが自治体監査ではない
その先の効率性や有効性にまで踏み込む経営監査手法がこの一冊に
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